
大館市防犯カメラ設置費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、地域における自主的な防犯活動の支援及び防犯意識の向上並びに安全・安心なまちづくりを推進するため、防犯カメラを設置しようとする町内会等に対し、大館市補助金等の適正に関する規則（昭和６２年規則第８号。以下「規則」という。）に基づき、予算の範囲内において大館市防犯カメラ設置費補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）

第２条　この要綱における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。
⑴　防犯カメラ　地域における犯罪の抑止等を目的として、道路や公園など不特定　　　　　　　　　　　多数の人が利用する場所を撮影及び記録するため、特定の位置に固定して設置される撮影機器であって、録画装置を備えるものをいう。
⑵　町内会等　町内会や自治会などの地域住民組織をいう。
（補助対象者）

第３条　補助の対象となる者は、防犯カメラを新たに購入し、設置し、運用する町内会等とする。
（補助対象事業）
第４条　補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げる要件をすべて満たすものとする。
⑴　防犯カメラの設置について町内会等の総意を得られていること。
⑵　防犯カメラを設置する場所の所有者等の承諾等を得られていること。
⑶　防犯カメラの撮影区域に防犯カメラの設置及び設置者が表示されていること。
⑷　秋田県防犯カメラの設置及び運用に関するガイドラインに基づく防犯カメラの設置・運用要領が定められていること。
⑸　防犯カメラの設置について大館警察署から助言を受けていること。
⑹　補助金の交付決定を受けた日の属する会計年度内に補助対象事業を完了できること。
（補助対象経費）

第５条　補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次に掲げるものとする。
⑴　防犯カメラの購入及び設置工事に要する経費
⑵　防犯カメラの設置を明示する表示板の購入及び設置に要する経費
（補助金の額）

第６条　補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（その額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、補助金の上限額は、防犯カメラ１台につき２０万円とする。
２　補助金の交付は、防犯カメラの設置場所１か所につき１回限りとする。
（事前協議）
第７条　補助金の交付を受けようとする者は、補助金の交付申請をする前に、事前協議書（様式第１号）により市長とあらかじめ協議を行わなければならない。
（交付申請及び決定）

第８条　前条の規定による事前協議を終えた者は、大館市防犯カメラ設置費補助金交付申請書（様式第２号）に次に掲げる書類を添えて、市長に申請することができる。

⑴　大館市防犯カメラの適正運用に関する誓約書（様式第３号。以下「誓約書」という。）
⑵　防犯カメラの設置を町内会として決したことを確認できる書類

⑶　設置する防犯カメラの仕様が確認できる書類
⑷　補助対象経費が確認できる書類
⑸　防犯カメラの設置場所と撮影範囲が確認できる図面及び写真
⑹　防犯カメラの設置を明示する表示板の設置場所が確認できる図面及び写真
⑺　防犯カメラの設置・運用要領
⑻　防犯カメラ設置について大館警察署からの助言を確認できる書類

⑼　その他市長が必要と認める書類

２　市長は、前項の申請があったときは、これを審査し、補助金を交付することが適当であると認めた場合は、大館市防犯カメラ設置費補助金交付決定通知書（様式第４号）により前項の申請をした者（以下「補助事業者」という。）に通知するものとする。

（変更交付申請及び決定）

第９条　補助事業者は、前条第２項の通知を受けた交付決定額に変更が生ずるときは、大館市防犯カメラ設置費補助金変更交付申請書（様式第５号）に必要な書類を添えて、速やかに市長に提出しなければならない。

２　市長は、前項の申請があったときは、これを審査し、適当であると認めた場合は、大館市防犯カメラ設置費補助金変更交付決定通知書（様式第６号）により補助事業者に通知するものとする。
（申請の取下げ）

第１０条　補助事業者は、補助対象事業を中止し、申請を取り下げようとするときは、大館市防犯カメラ設置費補助金交付申請取下書（様式第７号）に必要な書類を添えて、速やかに市長に提出しなければならない。
（実績報告）

第１１条　補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、大館市防犯カメラ設置費補助金実績報告書（様式第８号）に次に掲げる書類を添えて、事業完了の日から３０日以内又は当該年度の３月３１日のいずれか早い期日までに市長に提出しなければならない。
　⑴　補助対象経費に係る支払いを証明する書類
　⑵　設置した防犯カメラ及び表示板の状況が確認できる写真
　⑶　設置した防犯カメラで撮影した画像を印刷したもの
　⑷　その他市長が必要と認める書類

（補助金の額の確定等）
第１２条　市長は、前条の実績報告があったときは、その内容を審査し、必要に応じて現地調査等を行い、補助金交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認める場合は、大館市防犯カメラ設置費補助金額確定通知書（様式第９号）により、確定した補助金額を補助事業者に通知するものとする。
２　前項の通知を受けた補助事業者は、速やかに補助金の確定額を市長に請求するものとする。
（補助金の取消し及び返還）

第１３条　市長は、補助金の交付決定を受けた補助事業者が、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付決定を取り消すものとする。
⑴　法令又は規則若しくはこの要綱の規定に違反したとき。
⑵　補助事業者の申請に虚偽又は不正があったとき。
⑶　第１０条の規定により補助金交付申請が取り下げられたとき。
⑷　その他市長の指示に従わないとき。

２　市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に交付した補助金があるときは、期限を定めて、その全部又は一部の返還を命ずるものとする。
（財産処分の制限）

第１４条　補助事業者は、補助対象事業により設置した防犯カメラについて、善良なる管理者の注意をもって適正に管理するとともに、事業完了年度の翌年度から５年間は、譲渡し、交換し、移設し、貸付けし、撤去し、廃棄し、又は担保に供してはならない。ただし、市長が必要と認めた場合はこの限りでない。

（補助事業者の義務）
第１５条　補助事業者は、次に掲げる場合を除き、記録された画像を第三者へ閲覧させ、提供してはならない。
　⑴　法令に基づく場合
　⑵　災害発生時における公共の利益のため緊急の必要性がある場合
　⑶　事件事故発生時における捜査等のため緊急の必要性がある場合
２　補助事業者は、第８条の規定により提出した誓約書の内容を遵守するとともに、誓約書に記載した管理責任者及び操作取扱者に変更があったときは、速やかに市長に届け出なければならない。

３　補助事業者は、補助事業に係る書類を整理し、事業完了年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。
（調査及び指導）
第１６条　市長は、必要があると認めるときは、補助事業者から報告を求め、又は当該職員に防犯カメラの設置場所等に立ち入らせ、若しくは関係者に質問するなどの必要な調査をすることができる。
２　市長は、前項の調査の結果、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、改善その他必要な措置を講ずるよう指導することができる。
（補則）

第１７条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附　則

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。
